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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益 千円 12,268,038 13,914,616 14,875,640 25,650,048 28,375,954

経常利益 〃 665,570 753,302 606,258 1,207,466 1,373,265

中間（当期）純利益 〃 313,197 391,550 272,700 554,787 704,712

持分法を適用した場合の投
資利益 

〃 26,597 24,798 58,657 80,395 45,166

資本金 〃 3,764,000 3,764,000 3,764,000 3,764,000 3,764,000

発行済株式総数 千株 10,800 10,800 10,800 10,800 10,800

純資産額 千円 13,938,033 13,769,031 13,824,440 13,822,765 14,261,476

総資産額 〃 17,739,143 17,615,406 23,032,401 17,831,319 21,851,815

１株当たり純資産額 円 1,291.85 1,276.83 1,281.96 1,281.48 1,321.15

１株当たり中間（当期）純
利益金額 

〃 29.03 36.3 25.29 51.42 64.00

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

〃 － － － － －

１株当たり中間（年間）配
当額 

〃 － － － 14.00 17.00

自己資本比率 ％ 78.6 78.2 60.0 77.5 65.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

千円 △1,818 178,157 1,024,447 941,221 △270,317

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △330,478 △1,326,103 △1,954,592 △800,020 △3,584,386

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △152,075 △153,249 △183,324 △153,468 2,846,750

現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

〃 3,856,185 3,027,095 2,206,866 4,328,290 3,320,336

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

人 
983 
（328）

990
（332）

1,037
（334）

984 
（334）

1,000
（326）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パート

タイム、短期間限定者）は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人）       １，０３７［３３４］ 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、米国や中国の経済が好調を持続しており、その影響を受けて内需は徐々に拡大傾向

にあると思われます。しかし、原油高が与える不安感は払拭できず、依然として不透明な状況にあります。 

当物流業界におきましては、企業収益の堅調な推移により国内総輸送量の減少傾向に歯止めがかかる状態になりつつありま

すが、生産関連貨物や建設関連貨物、公共投資の減少でまだまだ低調な状況で推移するものと思われます。また、原油が高騰

を続けており、今後も高値での推移が予想され、経営環境がますます厳しくなると思われる状況であります。 

 このような経営環境の中で当社は、物流部門における営業収益の拡大と経営責任をより明確にするため、営業組織を３ブ

ロック制（東日本、中日本、西日本）から７地区制（東北、北信越、関東、中部、近畿、中四国、九州）とし、地区に住宅シ

ステム物流支店と店舗システム物流支店を配し、意志決定の迅速化をすすめることで、顧客サービスを徹底する体制へと改善

いたしました。また、前期からアセット型３ＰＬ事業を推進するため全国８カ所に物流センターの建設を進めてきましたが当

中間会計期間までに７センターが完成し、残り１センターも１０月に完成いたしました。 

 また、当中間会計期間に従業員の福利厚生の充実を図るため、従来加入していました総合型厚生年金基金からの脱退及び大

和ハウスグループの大和ハウス工業企業年金基金への加入を決定いたしました。総合型厚生年金基金からの脱退に伴い特別掛

金１３億６千１百万円の損失が発生しましたが、投資有価証券の一部を売却しその大半を補填することが出来ました。 

以上のような事業活動を実施してまいりました結果、当中間会計期間における営業収益は１４８億７千５百万円（前年同期

比６．９％増加）となりましたが、利益面におきましては、燃料費の上昇による輸送原価の悪化と物流センターの建設に伴う

設備機器や情報システム機器費用、あるいは作業員の増員などセンター運営に係るコスト増加が先行し、営業利益は５億５千

９百万円（前年同期比２１．３％減少）、経常利益は６億６百万円（前年同期比１９．５％減少）、中間純利益は２億７千２

百万円（前年同期比３０．４％減少）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末比１１億１千３百万円減少し、２２億

６百万円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、営業活動の結果得られた資金は、１０億２千４百万円となり、前年同期と比べ８億４千６百万

円増加となりました。主な要因は、たな卸資産の減少により前年同期と比べ資金が５億１千４百万円増加したこと、前期か

ら建設しております物流センターの完成により減価償却費が増加し、前年同期と比べ資金が１億３千３百万円増加したこ

と、仕入債務の増加により前年同期に比べ資金が２億６百万円増加したことなどによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、１９億５千４百万円となり、前年同期に比べて６億２千８百

万円増加となりました。主な要因は所沢・太田（群馬）物流センター建設等の有形固定資産の取得による支出１１億３千３

百万円であります。また、投資有価証券の取得により５億円の資金が減少いたしました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、財務活動の結果使用した資金は、１億８千３百万円で、これは配当金の支払によるものであり

ます。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社が営む貨物自動車運送事業、物流サービス事業、及び不動産事業など生産実績を定義することが困難なため「生産実

績」は記載しておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は受注生産活動を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(3）収益実績 

 当中間会計期間の事業区分別の収益実績は次のとおりです。 

  

 （注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の収益実績及び当該収益実績の総収益実績に対する割合は上記のとおりです。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

当社は前年度全国で８カ所の物流センターの建設に着手いたしました。そのうち当中間会計期間までに７カ所が完成し、ま

た、１０月に残り１カ所の物流センターが完成しております。 

当面の課題としては、すべてのセンターでこの投資に見合った収益が計上できるよう、運営面の確立を図ることが挙げられ

ます。具体的には顧客開拓・倉庫運営システムの定着、作業性の向上など人材の質的要素に負うところが多く、この人材の確

保と教育に重点を置いた取り組みが求められます。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

事業区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

貨物自動車運送事業 11,740,787 5.4 

物流サービス事業 2,308,721 27.7 

不動産事業 826,132 △15.0 

合計 14,875,640 6.9 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

大和ハウス工業株式会社 5,502,497 39.5 5,619,522 37.8 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備投資の状況は以下のとおりであります。 

  

（注）１．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

   ２．上記の物流センターの土地は賃借しております。 

   ３．上記以外に当中間会計期間に完成した物流センター３棟につきましては、土地・建物とも賃借しております。 

   ４．埼玉県所沢市で建設しておりました物流センターは当中間会計期間末現在完成しており、支払を完了しております。 

５．今後の所要金額844,455千円は、主に自己資金で充当する予定であります。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額

着手年月
完了 

（完了予定）
年月 

完了後の
増加能力 総額

（千円） 
既支払額
（千円） 

埼玉県所沢市 物流センター建設 730,000 737,231 平成17年３月 平成17年８月 2,400坪 

群馬県太田市 物流センター建設 700,000 153,750 平成17年４月 平成17年10月 3,200坪 

各 事 業 所 車両の代替99両 577,290 279,085 平成17年４月 平成18年３月 現状維持



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,800,000 同左
株式会社ジャスダック
証券取引所 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 10,800,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 10,800,000 － 3,764,000 － 3,989,774



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大和ハウス工業株式会社 大阪市北区梅田３丁目３番５号 4,250 39.35 

株式会社森吉倉庫 愛知県一宮市神山１丁目14番24号 1,056 9.78 

大和工商リース株式会社 大阪市中央区農人橋２丁目１番36号 736 6.81 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 623 5.77 

森 清吉 愛知県一宮市末広１丁目15番12号 384 3.56 

ビービーエイチ フォー フイデ
リテイー ロープライス ストツ
ク フアンド 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行カストデイ業務部） 

40 WATER STREET.BOSTON MA 02109 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

375 3.47 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 229 2.12 

ノーザントラスト カンパニー
（エイブイエフシー）サブアカ
ウント ブリティッシュ クラ
イアント 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14
5N7 UK 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

191 1.78 

大和リゾート株式会社 大阪市北区梅田３丁目３番５号 180 1.67 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 174 1.61 

計 － 8,199 75.92 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   16,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,783,800 107,838
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

単元未満株式 － － －

発行済株式総数  10,800,000 － －

総株主の議決権 － 107,838 －



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大和物流株式会社 
大阪市西区阿波座１
丁目５番16号 

16,200 － 16,200 0.15

計 － 16,200 － 16,200 0.15

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 925 985 1,150 1,055 1,050 1,020 

最低（円） 851 916 960 980 950 991 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第60期中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び

第61期中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間

監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   3,027,095  2,206,866 3,320,336  

２ 受取手形   773,514  891,567 821,602  

３ 営業未収入金   2,844,456  3,195,332 2,914,482  

４ たな卸資産   1,427,660  1,928,278 2,338,213  

５ 繰延税金資産   166,149  165,983 169,622  

６ 未収入金   －  2,603,971 －  

７ その他   189,061  270,191 206,924  

貸倒引当金   △6,275  △14,777 △6,782  

流動資産合計    8,421,663 47.8 11,247,414 48.8  9,764,399 44.7

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

（１）建物   2,241,850  5,482,574 4,954,800  

（２）車両運搬具   896,499  980,950 899,338  

（３）土地   2,097,614  2,097,614 2,097,614  

（４）建設仮勘定   629,655  153,750 157,557  

（５）その他   225,914  534,014 458,517  

有形固定資産合計   6,091,532  9,248,904 8,567,828  

２ 無形固定資産   95,617  135,385 144,929  

３ 投資その他の資産       

（１）投資有価証券   2,277,916  997,017 2,581,620  

（２）差入保証金   487,306  889,202 520,203  

（３）繰延税金資産   ―  247,106 －  

（４）その他   262,234  326,386 314,489  

貸倒引当金   △20,863  △59,016 △41,654  

投資その他の資産合
計 

  3,006,593  2,400,697 3,374,658  

固定資産合計     9,193,743 52.2 11,784,987 51.2  12,087,416 55.3

資産合計    17,615,406 100 23,032,401 100  21,851,815 100

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 営業未払金   1,632,377  1,753,344 1,617,879  

２ 未払金   －  1,543,557 －  

３ 未払法人税等   392,670  322,965 400,979  

４ 賞与引当金   293,287  301,088 299,424  

５ その他   593,291  506,028 486,535  

流動負債合計    2,911,628 16.5 4,426,983 19.2  2,804,818 12.8

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金   －  3,000,000 3,000,000  

２ 繰延税金負債   55,568  － 166,582  

３ 退職給付引当金   832,245  881,046 843,005  

４ その他   46,933  899,931 775,933  

固定負債合計    934,746 5.3 4,780,977 20.8  4,785,521 21.9

負債合計    3,846,375 21.8 9,207,961 40.0  7,590,339 34.7

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    3,764,000 21.4 3,764,000 16.3  3,764,000 17.2

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   3,989,774  3,989,774 3,989,774  

資本剰余金合計    3,989,774 22.6 3,989,774 17.3  3,989,774 18.3

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   141,230  141,230 141,230  

２ 任意積立金   6,735,771  7,233,673 6,735,771  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  497,043  387,179 810,205  

利益剰余金合計    7,374,045 41.9 7,762,082 33.7  7,687,206 35.2

Ⅳ 土地再評価差額金    △1,816,890 △10.3 △1,816,890 △7.9  △1,816,890 △8.3

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

   466,250 2.6 133,622 0.6  645,534 2.9

Ⅵ 自己株式    △8,149 △0.0 △8,149 △0.0  △8,149 △0.0

資本合計    13,769,031 78.2 13,824,440 60.0  14,261,476 65.3

負債・資本合計    17,615,406 100 23,032,401 100  21,851,815 100

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益    13,914,616 100 14,875,640 100  28,375,954 100

Ⅱ 営業原価    12,446,085 89.4 13,449,775 90.4  25,560,706 90.1

営業総利益    1,468,530 10.6 1,425,865 9.6  2,815,248 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   757,699 5.5 866,206 5.8  1,507,399 5.3

営業利益    710,831 5.1 559,658 3.8  1,307,848 4.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  45,972 0.3 66,043 0.4  70,338 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  3,501 0.0 19,443 0.1  4,922 0.0

経常利益    753,302 5.4 606,258 4.1  1,373,265 4.8

Ⅵ 特別利益 ※３  209 0.0 1,358,955 9.1  273 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  16,644 0.1 1,471,318 9.9  33,278 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

   736,866 5.3 493,896 3.3  1,340,259 4.7

法人税、住民税及
び事業税 

  381,503  286,689 684,864  

法人税等調整額   △36,187 345,316 2.5 △65,493 221,195 1.5 △49,316 635,547 2.2

中間（当期）純利
益 

   391,550 2.8 272,700 1.8  704,712 2.5

前期繰越利益    105,493 114,478  105,493 

中間（当期）未処
分利益 

   497,043 387,179  810,205 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純利
益 

  736,866 493,896 1,340,259 

減価償却費   280,126 413,394 646,386 

貸倒引当金の増加額   7,642 25,356 28,940 

賞与引当金の増加額   9,694 1,664 15,831 

退職給付引当金の増加額   27,701 38,041 38,460 

受取利息及び受取配当金   △30,976 △40,312 △31,669 

支払利息   － 17,141 106 

投資有価証券売却益   － △1,358,807 － 

有形固定資産除売却損益   14,625 30,814 31,195 

売上債権の増加額   △291,626 △350,815 △409,740 

たな卸資産の減少額 
（△増加額） 

  △104,095 409,934 △1,014,648 

その他の流動資産の増加
額 

  △64,925 △72,068 △83,012 

仕入債務の増加額（△減
少額） 

  △70,733 135,464 △85,232 

その他の流動負債の増加
額（△減少額） 

  △25,351 1,600,940 △78,963 

役員賞与の支払額   － △14,500 － 

役員退職慰労金   1,810 78,562 1,810 

その他   2,597 △7,621 △40,899 

小計   493,355 1,401,086 358,824 

利息及び配当金の受取額   30,977 34,476 31,670 

利息の支払額   － △17,248 － 

法人税等の支払額   △344,365 △383,767 △659,002 

役員退職慰労金の支払額   △1,810 △10,100 △1,810 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  178,157 1,024,447 △270,317 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △1,156,298 △1,133,023 △4,036,616 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  4,193 2,168 8,402 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △11,802 － △70,575 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  － △500,631 － 

差入保証金の支払による
支出 

  △228,155 △375,687 △274,268 

差入保証金の返還による
収入 

  24,408 6,747 37,631 

預り保証金の受入による
収入 

  － 55,536 775,933 

その他   41,551 △9,701 △24,892 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,326,103 △1,954,592 △3,584,386 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

長期借入れによる収入   － － 3,000,000 

自己株式の取得による支
出額 

  △2,237 － △2,237 

配当金の支払額   △151,012 △183,324 △151,012 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △153,249 △183,324 2,846,750 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  ― － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

  △1,301,195 △1,113,469 △1,007,953 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残
高 

  4,328,290 3,320,336 4,328,290 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期
末(期末)残高 

  3,027,095 2,206,866 3,320,336 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

関連会社株式 関連会社株式 関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

よる時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

同左 期末日の市場価格等による

時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定）を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

  (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2）たな卸資産 

  販売用土地建物 同左 同左 

  個別法による原価法を採

用しております。 

    

  仕掛土地建物     

  個別法による原価法を採

用しております。 

    

  貯蔵品     

  総平均法による原価法を

採用しております。 

    

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（ただし、建物及び建

物附属設備については定額法）

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物     15～22年 

 車両運搬具  ３～６年 

同左 

  

  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物     15～20年 

車両運搬具  ３～６年 

同左 

  

  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物     15～22年 

車両運搬具  ３～６年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法を採用しております。 同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充当す

るため、当中間会計期間に負担

すべき支給見込額を計上してお

ります。 

同左  従業員の賞与の支給に充当す

るため、当期に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末に発生

していると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計 ───── 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

    (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・・金利スワッ

プ取引 

 ヘッジ対象・・・・借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      同左 

  

  

    (3) ヘッジ方針 

  金利スワップ取引で、変動金

利を固定化することにより将来

の金利上昇リスクを回避するた

めのものであります。 

(3) ヘッジ方針 

      同左 

  

  

  

    (4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の適用要件を充足し

ているため、ヘッジの有効性の

評価を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

      同左 



  

表示方法の変更 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

同左 同左 

   なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、差額を

流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左 ───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

───── （中間貸借対照表） 

(1)「未収入金」は、前中間会計期間まで、流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未収入金」

は105千円であります。 

  (2) 「未払金」は、前中間会計期間まで、流動負債の「その他」に

含めて表示しておりましたが、資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未払金」は

199,454千円であります。 

───── （中間キャッシュ・フロー計算書） 

  投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の取得によ

る支出」は前中間会計期間は「その他」に含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「投資有価証

券の取得による支出」は、331千円であります。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） ───── （外形標準課税） 

実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会（平成16年２月13日））が

公表されたことに伴い、当中間会計期間

から同実務対応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割20,104千円を

「販売費及び一般管理費」として処理し

ております。 

  実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会（平成16年２月13日））が公表され

たことに伴い、当事業年度から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価値割及

び資本割39,689千円を「販売費及び一般管 

理費」として処理しております。 



（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 4,130,022千円 4,256,888千円 4,270,593千円 

２ 受取手形裏書譲渡高 91,139千円 157,854千円 147,280千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目    

  受取利息 107千円 1千円 124千円 

  有価証券利息 － 5,835千円 － 

  受取配当金 30,868千円 34,475千円 31,544千円 

※２ 営業外費用の主要項目    

  支払利息 － 17,141千円 106千円 

※３ 特別利益の主要項目    

  投資有価証券売却益 － 1,358,807千円 － 

※４ 特別損失の主要項目    

  役員退職慰労金 1,810千円 78,562千円 1,810千円 

  厚生年金基金脱退損 － 1,361,792千円 － 

 ５ 減価償却実施額    

  有形固定資産 272,087千円 396,392千円 621,896千円 

  無形固定資産 2,882千円 11,673千円 12,478千円 

  長期前払費用 5,156千円 5,328千円 12,011千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 3,027,095千円

現金及び現金同等物 3,027,095千円

  
現金及び預金勘定 2,206,866千円

現金及び現金同等物 2,206,866千円

現金及び預金勘定 3,320,336千円

現金及び現金同等物 3,320,336千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

      

(1）リース物件の取得

価額相当額、減価償

却累計額相当額及び

中間期末（期末）残

高相当額 

  

取得価
額相当
額 
  
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(千円) 

建物 9,360 3,744 5,616 

車両運
搬具 

120,272 55,669 64,602 

有形固
定資産
その他 

128,972 53,999 74,973 

無形固
定資産 

103,356 42,053 61,302 

合計 361,960 155,466 206,493 

 

取得価
額相当
額 
  
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(千円) 

建物 9,360 5,616 3,744

車両運
搬具 

244,071 72,179 171,891

有形固
定資産
その他

225,632 67,126 158,506

無形固
定資産

103,356 62,724 40,631

合計 582,420 207,646 374,773

  

取得価
額相当
額 
  
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
  
(千円) 

建物 9,360 4,680 4,680

車両運
搬具 

185,168 63,737 121,430

有形固
定資産
その他

142,545 65,831 76,713

無形固
定資産

103,356 52,389 50,967

合計 440,429 186,638 253,790

  

  

(2）未経過リース料中

間期末（期末）残高

相当額 

  
１年内 81,871千円

１年超 124,622千円

合計 206,493千円

 
１年内 121,789千円

１年超 252,984千円

合計 374,773千円

１年内 92,969千円

１年超 160,821千円

合計 253,790千円

  （注） 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

同左 （注） 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

(3）支払リース料及び

減価償却費相当額 

      

支払リース料 43,426千円 63,645千円 89,216千円 

減価償却費相当額 43,426千円 63,645千円 89,216千円 

(4）減価償却費相当額

の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

オペレーティング・

リース取引 

      

  

  

(1)借主側 

未経過リース料 

  
１年内 114,295千円

１年超 2,476,658千円

合計 2,593,954千円

 
１年内 832,271千円

１年超 16,255,551千円

合計 17,087,823千円

１年内 135,895千円

１年超 2,411,711千円

合計 2,547,606千円

  

  

(2)貸主側 

未経過リース料 

  
───── 

 
１年内 600,795千円

１年超 12,192,573千円

合計 12,793,368千円

───── 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） （平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当社が定めるその他有価証券で時価のある株式についての減損処理基準は下記のとおりであり、いずれかの項目に該当し

た場合有価証券の減損処理を行います。 

①当該銘柄の株式の時価が２年間にわたり取得原価の30％以上の下落となった場合 

②当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が債務超過の状態にある場合 

③当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も損失計上

が予想される場合 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間会計期間末） （平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当社が定めるその他有価証券で時価のある株式についての減損処理基準は下記のとおりであり、いずれかの項目に該当し

た場合有価証券の減損処理を行います。 

①当該銘柄の株式の時価が２年間にわたり取得原価の30％以上の下落となった場合 

②当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が債務超過の状態にある場合 

③当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も損失計上

が予想される場合 

  

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 1,366,691 2,146,766 780,075 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式    非上場株式（店頭売買株式を除く） 131,000 

その他有価証券   非上場株式（店頭売買株式を除く） 150 

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 138,905 382,717 243,811 

債券 500,000 479,750 △20,250 

合計 638,905 862,467 223,561 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（前事業年度末） （平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当社が定めるその他有価証券で時価のある株式についての減損処理基準は下記のとおりであり、いずれかの項目に該当し

た場合有価証券の減損処理を行います。 

①当該銘柄の株式の時価が２年間にわたり取得原価の30％以上の下落となった場合 

②当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が債務超過の状態にある場合 

③当該銘柄の株式の時価が取得原価の30％以上下落し、かつ発行会社が２期連続で損失を計上しており、翌期も損失計上

が予想される場合 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式    非上場株式 131,000 

その他有価証券   非上場株式 3,550 

種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 1,367,039 2,447,070 1,080,030 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

関連会社株式    非上場株式 131,000 

その他有価証券   非上場株式 3,550 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 デリバティブ取引については全て 

ヘッジ会計を適用しているため、記

載を省略しております。 

     同  左 



（持分法損益等） 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関連会社に対する投資の
金額（千円） 

131,000 131,000 131,000 

持分法を適用した場合の
投資の金額（千円） 

554,668 654,753 584,154 

持分法を適用した場合の
投資利益の金額（千円） 

24,798 58,657 45,166 



（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,276円83銭

１株当たり中間純利益 36円30銭

 

１株当たり純資産額 1,281円96銭

１株当たり中間純利益 25円29銭

１株当たり純資産額 1,321円15銭

１株当たり当期純利益 64円00銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額につきましては、潜

在株式がないため記載しておりませ

ん。 

    同  左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額につきましては、潜

在株式がないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 391,550 272,700 704,712 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 14,500 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (14,500) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

391,550 272,700 690,212 

期中平均株式数（千株） 10,785 10,783 10,784 



(2）【その他】 

  該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第60期） （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

平成17年６月27日近畿財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成16年12月13日 

大 和 物 流 株 式 会 社       

取 締 役 会  御 中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 木村 文彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 藤川  賢  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大

和物流株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、大和物流株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年12月13日 

大 和 物 流 株 式 会 社       

取 締 役 会  御 中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 木村 文彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 藤川  賢  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大

和物流株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、大和物流株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/31
	pageform2: 2/31
	form1: EDINET提出書類  2005/12/16 提出
	form2: 大和物流株式会社(621068)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/31
	pageform4: 4/31
	pageform5: 5/31
	pageform6: 6/31
	pageform7: 7/31
	pageform8: 8/31
	pageform9: 9/31
	pageform10: 10/31
	pageform11: 11/31
	pageform12: 12/31
	pageform13: 13/31
	pageform14: 14/31
	pageform15: 15/31
	pageform16: 16/31
	pageform17: 17/31
	pageform18: 18/31
	pageform19: 19/31
	pageform20: 20/31
	pageform21: 21/31
	pageform22: 22/31
	pageform23: 23/31
	pageform24: 24/31
	pageform25: 25/31
	pageform26: 26/31
	pageform27: 27/31
	pageform28: 28/31
	pageform29: 29/31
	pageform30: 30/31
	pageform31: 31/31


